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Ⅰ. 当第2四半期累計期間の実績

2Q Financial Results
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損益の状況①

売上高

当期純利益経常利益

営業利益

334億円
（前年同期比+22.5%）

360億円
（前年同期比+20.0%）

211億円
（前年同期比+18.3%）

4,729億円
（前年同期比+4.2%）

連結ＰＬ

損益

期初計画値
4,623億円

期初計画値
213億円

期初計画値
233億円

期初計画値
137億円

増収増益を達成しました
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損益の状況②－営業利益増加要因＜対計画値＞

営業利益

損益

要員計画未達による人件費 △7億円

前期実施営業ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ支給時期変更 △15億円

イベント費用の引当金戻り △5億円

テナント販売促進費の未消化 △5億円

まるごとリフォーム計画変更 △5億円

販管費要因
＜約40億円＞

完成工事総利益率の上昇
資材・外注費の更なるコストダウン実施により

計画（36.1%）を2%上回る38.1%を確保

原価要因
＜約38億円＞

完成工事〔進行基準〕高が増加
着工から完成までの工程管理の精緻化

工事協力業者の確保

売上高要因
＜約41億円＞

■営業利益が期初計画を大幅に上回った理由
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175 184
1,786 1,741

32.4%
34.1%

38.1%
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売上高 進行基準分 営繕分 総利益率

734
680

08/9 09/9 10/9

売上総利益 営繕分

セグメント別損益（建設事業）

［+4.0ｐ］

※［+3.4ｐ］

38.1%34.1%
※34.7%

総利益率

（+5.6%）734695売上総利益

（△5.7%）1,9252,041完成工事高

（前年同期比）第2四半期前年同期

（単位：億円）

[ ]：前年同期との差

2,041
695

建設
ｾｸﾞﾒﾝﾄ

不動産
ｾｸﾞﾒﾝﾄ

大東建物管理
営繕工事80億円

建設
ｾｸﾞﾒﾝﾄ

不動産
ｾｸﾞﾒﾝﾄ

大東建物管理
営繕工事27.5億円

大東建物管理
営繕工事15億円

大東建物管理
営繕工事140億円

2011年3月期より

「ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｱﾌﾟﾛｰﾁ」による
会計基準の改正により、
大東建物管理の営繕工事事
業が「建設ｾｸﾞﾒﾝﾄ」から
「不動産ｾｸﾞﾒﾝﾄ」に変更
されています。

（※34.7%）

建設ｾｸﾞﾒﾝﾄ

損益

※営繕工事を除いた総利益率（当期と同基準）

2,065億円1,924
623

761.5億円
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75.5
92

08/9 09/9 10/9

売上総利益 営繕分

2,542
2,387

6.1%
3.9% 3.9%

08/9 09/9 10/9

売上高 営繕分 総利益率

セグメント別損益（不動産事業）

［±0.0ｐ］3.9%3.9%総利益率

（+11.9%）10392売上総利益

（+12.4%）2,6822,387売上高

（前年同期比）第2四半期前年同期

（単位：億円）

[ ]：前年同期との差

2,682億円

103億円

不動産
ｾｸﾞﾒﾝﾄ

建設
ｾｸﾞﾒﾝﾄ

大東建物管理
営繕工事140億円

不動産
ｾｸﾞﾒﾝﾄ

建設
ｾｸﾞﾒﾝﾄ

大東建物管理
営繕工事27.5億円

大東建物管理
営繕工事80億円

大東建物管理
営繕工事15億円

2011年3月期より

「ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｱﾌﾟﾛｰﾁ」による
会計基準の改正により、
大東建物管理の営繕工事事
業が「建設ｾｸﾞﾒﾝﾄ」から
「不動産ｾｸﾞﾒﾝﾄ」に変更
されています。

不動産ｾｸﾞﾒﾝﾄ

損益
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売上高 総利益率

121億円 41億円

セグメント別損益（その他事業）

［+1.4ｐ］34.4%33.0%総利益率

（+13.2%）4136売上総利益

（+8.6%）121111売上高

（前年同期比）第2四半期前年同期

（単位：億円）

[ ]：前年同期との差

その他ｾｸﾞﾒﾝﾄ

損益
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損益見通し
通期見通し

連結ＰＬ
期初公表値に変更はありません
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売上高

当期純利益経常利益

営業利益

1兆239億円
（前期比+5.3%） 720億円

（前期比+1.2%）

770億円
（前期比+0.4%）

454億円
（前期比+0.1%）

Ⅱ. 受注の状況と下期強化策

Orders received & Countermeasures for 2nd half 
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受注高と受注工事残高の推移（半期比較）
受注

受注高
受注残高

2,464

1,908
2,164

2,346
2,187
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◇受注高 2,346億円（前年同期比107.3%）
（前年下期比108.4%）

◇受注工事残高 4,664億円（前年同期比96.5%）
（前期末比106.4%）

受注高 受注工事残高

5,550

4,687
4,383 4,6644,833
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175億円 460億円
276億円

進行基準分

5,008 4,659 5,124
※進行基準を含めた受注工事残高
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3,013 3,020
2,882 2,830 2,903

1,376

1,085
1,258 1,262 1,379
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営業担当者数
（人）
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営業担当者数 １人当たり受注高

営業人員と１人当たり受注高の推移（半期比較）
受注

人員・効率

◇営業担当者数 2,903人（前年同期比＋21人）
（前年下期比＋73人）

◇１人当たり受注高 1,379万円/月（前年同期比＋121万円）
（前年下期比＋117万円）
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受注件数・ルート（半期比較）
受注

分析①

1,632 1,580

1,893 1,836

2,096

118.6%

92.5%

116.0% 116.2% 110.7%
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1,538 1,533 1,521 1,590
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新規顧客受注件数リピート・紹介受注件数
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キャンセル率と受注単価の推移（半期比較）
受注

分析②

16.8%

25.5%

20.5% 20.0%
17.4%

0%

30%

08/9 09/3 09/9 10/3 10/9

8,064
7,568 7,460 7,383 7,175
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

08/9 09/3 09/9 10/3 10/9

（万円）

受注単価※2キャンセル率※1

※1 キャンセル率 ＝ キャンセル金額／新規受注金額
受注額 ＝ 新規受注金額－キャンセル金額

※2 受注単価＝新規受注金額／受注件数
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前期との比較
受注

分析まとめ

2,187
2,346

1,500

2,000

2,500

10/3 上期 11/3 上期

（億円）
159億円の増加

2,164
2,346

1,500

2,000

2,500

10/3 下期 11/3 上期

（億円）
182億円の増加

159億円の増加

① 件数による影響 + 189億円

② キャンセルによる影響 + 67億円

③ 単価による影響 △97億円

2010年3月期/上期との比較 2010年3月期/下期との比較

① 件数による影響 + 203億円

② キャンセルによる影響 + 48億円

③ 単価による影響 △69億円

182億円の増加

（7,383万円／件 → 7,175万円／件）

（3,426件 → 3,686件） （3,357件 → 3,686件）

（20.5% → 17.4%） （20.0% → 17.4%）

（7,460万円／件 → 7,175万円／件）
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受注の計画

◇通期受注高計画 4,850億円（前期比111.4%）

受注

計画

2,346
2,5042,464

1,909
2,187 2,164

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

08/9 09/3 09/9 10/3 10/9 11/3（計画）

受注高（億円）

09/3期 4,373億円 10/3期 4,352億円 11/3期 4,850億円
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上期戦略の状況
受注

戦略

受注拡大好機

底堅い
土地活用ﾆｰｽﾞ

融資基準
変化へ対応

一時的
退居増収束

他社
戦力縮小

期初戦略 上期受注実績 30億円

中層受注件数 12%増加（418件）

建替受注件数 3%増加（777件）

48棟572戸の借上受託

低調スタート

ライフプランによる受注 75件

建替需要の促進

他社物件の一括借上

ランドセットサービス

アセット提案サービス

中層物件対応力強化

支店の面展開：７拠点開設

賃貸市場
環境

【追加策】

協力不動産業者と連携

18

下期強化策①
受注

強化策

顧客開拓継続強化

【早期に3,100人体制確立】
募集強化

来期支店開設準備スタート

【資産活用セミナー】
親子で考える資産承継

賃貸経営を30年のランニングコストで考える

【本社ご案内会】
プレゼンテーションルーム（高耐久資材･設備･新工法のご紹介）

大東お客様センター（電話受付のデモ体験）

【大東オーナー会、支部審議会】
２ヶ月に１度 情報交換、現場見学会

【顧問会活性化】
同行、セミナー講師、ご紹介等バックアップ

要員増強

イベント

顧客
グリップ
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下期強化策②
受注

強化策

受注単価ＵＰ

金融機関
グリップ

プラン
バリエーション

拡充

【情報交換、交流イベントの実施】

賃貸事業説明会

フォーラム２０１０

「賃貸住宅から始まる地域経済の活性」

デイサービス付マンション受注再開

保育所付マンション受注スタート

新企画 保育事業の試行開始

Ⅲ. 入居率の状況と下期強化策

Occupancy rate & Countermeasures for 2nd half



21
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76,60475,016

89,402
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50%
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150%
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入居者斡旋件数 前年同期比

入居者斡旋件数の推移

◇入居者斡旋件数 91,790件（前年同期比116.7%）

入居斡旋

入居斡旋件数

居住用 事業用

入居者斡旋件数 前年同期比 入居者斡旋件数 前年同期比
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95.6% 93.8% 94.5%

60%

70%

80%

90%

100%

08/9 09/9 10/9

入居率

家賃ベース入居率※の推移（９月比較）

家賃ベース入居率＝１－（空室物件の借上家賃支払額／家賃総額）

入居斡旋

入居率

95.1%
91.8% 91.5%

60%

70%

80%

90%

100%

08/9 09/9 10/9

入居率
居住用 事業用

居住用 94.5%（前年同月比＋0.7p）

事業用 91.5%（前年同月比△0.3p）

約4,300戸の空室改善

約120戸の空室増加

613,500戸×0.7%≒4,300

39,000戸×0.3%≒120
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退居率の推移
入居斡旋

退居率

居住用 事業用

0.8%

1.2%

1.6%

2.0%

2.4%

2.8%

3.2%

4月 5月 6月 7月 8月 9月

06～08年度平均 2009年度 2010年度

0.8%

1.2%

1.6%

2.0%

2.4%

2.8%

3.2%

4月 5月 6月 7月 8月 9月

06～08年度平均 2009年度 2010年度
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95.6% 95.6% 95.5%

95.6%

93.8%
94.1%

93.6%

94.6%

(94.7%)
94.0%

94.5%

(95.9%)

90%

92%

94%

96%

98%

6月 9月 12月 3月

入居率

09/3期 10/3期 11/3期

入居率の計画

2011年3月末 居住用入居率

95.9%（前期末比+1.3p）

※家賃ベース入居率＝１－（空室物件の借上家賃支払額／家賃総額）

入居率計画

95.4%
95.1%

94.7%

94.1%

91.8%

92.9%

91.4% 91.3%

(92.3%)

91.4% 91.5%

(93.0%)

90%

92%

94%

96%

98%

6月 9月 12月 3月

入居率

09/3期 10/3期 11/3期

2011年3月末 事業用入居率

93.0%（前期末比+1.7p）

入居斡旋
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入居斡旋の計画

◇通期入居者斡旋計画 215,000件（前期比119.2%）

入居斡旋計画

入居斡旋

91,790

123,210

76,988

94,858

78,672

101,642

0

50,000

100,000

150,000

08/9 09/3 09/9 10/3 10/9 11/3（計画）

入居斡旋件数
09/3期 171,846件 10/3期 180,314件 11/3期 215,000件

入居率計画達成のために必要な斡旋件数⇒123,210件
居住用：119,998件 事業用：3,212件

26

強化策
入居斡旋

強化策

ご紹介キャンペーン紹介件数ＵＰ

件数に応じたインセンティブプラン不動産業者グリップ

更に4,850戸3,647戸実施まるごとリフォーム

更に50店舗増設8店舗増設サテライト店舗

1月改訂

＋ 放映量増加
6月・10月改訂ＴＶＣＭ

＜下期＞

強化予算40億円+α
＜上期＞

強化予算5億円

いい部屋ﾈｯﾄ
12月ﾘﾆｭｰｱﾙ

不動産業者
大会

前年下期
25億円
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Ⅳ. トピックス
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植物工場
トピックス

①

植物工場（シイタケの栽培～販売）

事業用管理物件（100坪前後の倉庫・工場）を利用

9月より茨城県笠間市にて、栽培・出荷を開始 全国展開へ

120万円年間収支

3,300万円売上高

1,500万円初期投資

36,000㎏年間生産量

＜１工場あたり事業モデル＞

※作業員として障がい者（４名）を雇用

障がい者雇用も促進
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保育事業
トピックス

②

都市部＜中層物件＞受注強化

物件付加価値・当社物件入居者サービスの向上

保育所運営は、ケアパートナー事業部が実施

政令指定都市・中心部開拓の戦略商品

当社物件入居者限定で、保育所利用者に特典付与

13～20名スタッフ

60名（0～5歳児）児童数

650万円営業利益

5,000万円売上高

40～50坪広さ

＜事業モデル＞

保育所付マンションの展開

早期に１０棟を
展開・試行
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電力アグリゲータ
トピックス

③

電気供給

電力会社

一般

大東建託
ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社

大東建託アグリゲータ事業

低圧
電気

高圧

電気

低圧
電気

各戸別
契約・受電

低圧
電気

低圧
電気

電力アグリゲータ事業参入

大型分譲
マンション

最低50戸前後

既存アグリゲータ

中小規模賃貸
ｱﾊﾟｰﾄ・ﾏﾝｼｮﾝ

営業対象

14戸以上必要住戸数

大東建託グループ

電力会社から安価な高圧電力を一括受電

→当社管理物件の入居者様に分配・送電

2014/3期

年度 営業利益売上高供給戸数供給箇所

238,00012,800 150.8 7.5

（単位：億円）

① 「高圧電力」と「一般（低圧）電力」の差益確保

② 入居者様への安価な電力提供と管理サービス向上

③ 管理物件の付加価値増大による客付け競争力向上

事業概要

小規模集合住宅分野に
おいて業界初の試み

事業目的

事業計画

2011/3期 新会社設立

新築供給・既存切替
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単体の損益

38,800

67,100

61,400

98,900

△2,600

162,900

160,300

26,000

448,700

474,700

通期見通し

－3,141△2,293不動産事業等

+7.9%68,75674,174建設事業

△2.4%199,575194,859建設事業

△34.6%19,68312,863不動産事業等

16,848

28,483

25,882

46,015

71,897

219,258

前年同期

17,096

29,344

26,579

45,302

71,881

207,722

第2四半期

+1.5%当期純利益

+3.0%経常利益

+2.7%営業利益

△1.5%販管費

△0.0%売上総利益

△5.3%売上高

前年同期比

（単位：百万円）
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主要子会社の損益①（建設事業）

（単位：百万円）

26

45

44

87

132

3,152

通期
見通し

85

86

△15

296

281

5,300

通期
見通し

建設事業

大東スチール大東建設

26

44

45

41

87

1,535

前年同期

△150

△149

△154

157

2

6

前年同期

－

－

－

－

－

－

前年
同期比

△69.2%828当期純利益

△79.5%929経常利益

△77.8%1011営業利益

△14.6%3536販管費

△47.1%4648売上総利益

△10.0%1,3811,644売上高

前年
同期比

第2
四半期

第2
四半期
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主要子会社の損益②（不動産事業）

（単位：百万円）

296

539

409

7,316

7,725

7,725

通期
見通し

4,837

8,414

8,193

10,412

18,606

522,308

通期
見通し

不動産事業

ハウスコム大東建物管理

1

32

32

3,367

3,399

3,399

前年同期

987

1,722

1,545

5,014

6,559

232,411

前年同期

+287.4%

+276.0%

+304.2%

△3.0%

+69.4%

+9.8%

前年
同期比

－△173,824当期純利益

△12.5%286,474経常利益

△18.8%266,245営業利益

+1.7%3,4254,863販管費

+1.5%3,45111,109売上総利益

+1.5%3,451255,185売上高

前年
同期比

第2
四半期

第2
四半期
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主要子会社の損益③（その他事業）

△42

△41

15

714

730

1,800

通期
見通し

745

979

977

2,536

3,514

16,326

通期
見通し

△9

4

127

1,025

1,153

6,069

通期
見通し

その他事業

+164.3%

+140.3%

+140.2%

+9.2%

+21.8%

+8.1%

前年
同期比

－

－

－

±0.0%

+20.3%

+15.2%

前年
同期比

△99.9%

△30.8%

－

+4.4%

+39.8%

+14.5%

前年
同期比

△1674031153041,8062当期純利益

△167404119286139経常利益

△271117281△8662営業利益

3663661,1011,202519542販管費

3644381,2181,484432604売上総利益

8931,0296,6857,2252,6743,062売上高

前年
同期

第2
四半期

前年
同期

第2
四半期

前年
同期

第2
四半期

大東マレーシアガスパルケアパートナー

（単位：百万円）
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不動産事業 売上構成

－(5.2%)14,011－－営繕工事※４

10/909/908/9

△9.8%(1.1%)3,021(1.4%)3,348(1.5%)3,383賃貸事業※３

(100.0%)

(0.4%)

(89.1%)

(2.1%)

(0.1%)

(2.0%)

（構成比）

(100.0%)

(0.3%)

(90.9%)

(5.0%)

(0.1%)

(2.2%)

（構成比）

(100.0%)

(0.1%)

(92.7%)

(3.5%)

(0.1%)

(2.2%)

（構成比）

+12.4%

+221.3%

+8.0%

△31.7%

△11.4%

+1.8%

前年同期比

268,269238,769228,498合計

954297702その他

金額金額金額

238,979221,237207,598一括借上※２

5,7048,35311,450サブリース※１

209236224管理サービス

5,3885,2955,139不動産仲介

（単位：百万円）

※1 大東建託によるサブリース契約（1994年～2000年受注分）

※２ 賃貸経営受託システムにおける大東建物管理によるサブリース契約

※３ 主に品川イーストワンタワー

※４ 大東建物管理による営繕工事（2009年度までは完成工事高に計上）
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559 551 544億円

13.0% 12.1% 11.5%

0

200

400

600

08/9 09/9 10/9

（億円）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

販管費 売上高販管費率

販管費の推移

［△0.6ｐ］11.5%12.1%売上高販管費率

（△1.3%）544551販管費

（前年同期比）第2四半期前年同期

（単位：億円）

[ ]：前年同期との差
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財務状況

第２四半期末 前期末

3,219 
（+92）

純資産

5,528負債純資産
合計

5,528
（△52）

資産合計

1,881 
（+64）

固定資産

2,309
（△145）

負債合計

1,472
（△196）

3,646
（△117）

836 
（+51）

固定負債

流動負債

流動資産

（単位：億円）

58.0%自己資本比率

2,781.64円１株当たり純資産

55.8%自己資本比率

2,700.97円１株当たり純資産

3,126
純資産

5,581負債純資産
合計

5,581 資産合計

1,817固定資産

2,454負債合計

1,669

3,763 785 固定負債

流動負債

流動資産
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キャッシュフローの状況

営業活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

投資活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

財務活動によるｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

現金及び現金同等物の期末残高 1,607

-117

-123

145

-500 0 500 1,000 1,500 2,000 （億円）

主に有価証券の取得、
有価証券の償還

主に配当金の支払い

主に税金等調整前四半期純利益、
法人税等の支払い

40

職種別社員数の推移（単体）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

09/9末 10/9末 11/3末（計画）

7,000

7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

建築営業人員 技術者 テナント営業人員 総人員（右軸）

+89

△51

+21

△122

（増減）

1,260

2,432

3,100

9,120

11/3末計画

1,100

2,384

2,903

8,739

10/9末09/9末

1,011テナント営業人員

2,435技術者

2,882建築営業人員

8,861総人員
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貸家着工戸数と当社着工シェアの推移

（国土交通省：住宅着工統計）

241,209

151,947 146,3169.8%

14.8% 15.5%

0

100,000

200,000

300,000

08/9 09/9 10/9

着工戸数

0%

5%

10%

15%

20%

貸家着工戸数（4-9月） 当社着工シェア(4-9月)
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全社平均
15.5%

地域別の当社着工戸数と着工シェア

1,353

2,096

3,538
2,975

1,963

736

2,600
(5,186)

517

6,961

6.9%

21.6%

35.1%

21.7%

14.4%

31.2% 30.4%

14.3%11.1%
(9.4%)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

北
海
道

東
　

北

関
　

東

甲
信
越

東
　

海

近
　

畿

中
　

国

四
　

国

九
　

州

着工戸数

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

着工シェア

当社着工戸数（4-9月） 当社着工シェア（4-9月）

（
う
ち
首
都
圏
）
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全社平均
+7.3%

地域別の受注高

146
187

365
332

187

265

(573)

77

757

50

-12.2%

+20.4% +15.5%

-9.0%
+2.9%

+31.5%
+40.8%

+30.8%

-1.3%
（-4.8%）

0

100

200

300

400

500

600

700

800

北
海
道

東
　

北

関
　

東

甲
信
越

東
　

海

近
　

畿

中
　

国

四
　

国

九
　

州

受注高（億円）

-100%

-75%

-50%

-25%

0%

25%

50%

75%

100%

受注高 前年同期比増減

（
う
ち
首
都
圏
）
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リピート受注の推移

865

1,174 1,209億円

47.6%

38.7%

46.9%

0

500

1,000

1,500

08/9 09/9 10/9

（億円）

リピート額 リピート構成比

※リピート構成比＝当社既存顧客からの受注件数／全受注件数
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入居率（家賃ベース）の推移

91.5%

94.5%

10/9

△0.3p91.8%95.1%95.5%95.5%事業用(%)

＋0.7p93.8%95.6%95.9%96.3%居住用(%)

前年同月比09/908/907/906/9家賃ベース入居率

90%

92%

94%

96%

98%

100%

06/3 06/9 07/3 07/9 08/3 08/9 09/3 09/9 10/3 10/9

家賃ベース入居率

居住用 事業用
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地域別の家賃ベース入居率（居住用）

全社平均
94.5%

92.1% 94.3%
91.3% 92.5%

95.1% 95.7%
91.9%

94.7%

95.0%
91.5% 92.6% 95.2% 96.9% 95.8%

90.6%

91.9% 93.2%94.5%

0%

50%

100%

北
海
道

東
北

関
東

甲
信
越

東
海

近
畿

中
国

四
国

九
州

09年度入居率（9月） 10年度入居率（9月）
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管理戸数・管理家賃総額の推移

居住用 事業用

552
598

620

311
336

358

0

100

200

300

400

500

600

700

09/3 10/3 10/9

管理戸数
（千戸）

0

100

200

300

400

500

家賃
（億円）

管理戸数 管理家賃総額（月平均）

39.5 39.2 39.1

71
67 65

0

100

200

300

400

500

09/3 10/3 10/9

管理戸数
（千戸）

0

20

40

60

80

100

家賃
（億円）

管理戸数 管理家賃総額（月平均）
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顧客の資金調達ルート

0%

10%

20%

30%

40%

08/3 09/3 10/3 10/9

地方銀行 住宅金融支援機構

都市銀行 農協

信用金庫 証券化

地方銀行;
(36.9%)

都市銀行;
(17.9%)

農協;
(11.6%)

住宅金融
支援機構;

(20.1%)

信用金庫;
(11.6%)

その他;
(2.0%)

建築資金調達先シェア推移（着工ベース）
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市場環境① －今後も年間37万戸「賃貸住宅の新規供給」が必要

456 434 419 402

422 394 379 365 350

348
317 302 287

237

526

298
227

65

481

825

534
417

719

1,882
1,777

1,876 1,854 1,815

0

500

1,000

1,500

2008年 2015年 2020年 2025年 2030年

賃貸住宅
（万戸）

【基礎数値出所】：総務省「住宅・土地調査」・「国立社会保障・人口問題研究所」

築10年以下

築11～20年

築21～30年

築30年超

新規供給が
必要な賃貸住宅数

賃貸住宅世帯数予測値

6%10%15%10年

27%45%75%45年

30%50%80%50年

24%40%70%40年

21%35%60%35年

18%30%48%30年

15%25%42%25年

12%20%35%20年

9%15%25%15年

1980年
以降

1970～
1980年

1970年
以前

築年数

【出典】：住宅新報社「住宅投資の当期予測」を参考に
年度別滅失割合を想定

1970年以前建築の住宅は
築40年で70%滅失すると

予測される

2008年～2030年迄の

22年間で累計825万戸

新規供給が必要
↓

年間 約37万戸 必要
＊825万戸÷22年=約37万戸

住宅の築年数による滅失割合 「賃貸住宅世帯数」と「賃貸住宅必要数」将来予測

賃貸住宅
建替・滅失・淘汰

賃貸住宅
世帯数の維持＋

継続した
新規供給必要！

老朽化した賃貸住宅は建替・滅失されていきます。
一方、晩婚化・核家族化の進行等により、世帯数は維持されると予想されます。
古い賃貸住宅がなくなった分、新たに賃貸住宅を供給していく必要があります。
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市場環境② －過去実績「建替・滅失・淘汰 年間36万戸」

42 41
44 45 44

31

45 46
51 53

43

0

20

40

00/3 01/3 02/3 03/3 04/3 05/3 06/3 07/3 08/3 09/3 10/3

（万戸）

賃貸住宅「新設着工戸数」

2003年4月～2008年3月

５年間で 約240万戸新規供給

賃貸住宅戸数（ストック数）※賃貸住宅入居戸数

1,000

1,500

03/10 08/10

（世帯数）

【出所】：総務省「住宅・土地調査」【出所】：国土交通省「住宅着工統計」

1,717
1,777

2003年11月～2008年10月

５年間で 約60万戸増加

03年4月～08年3月

5年間の賃貸住宅

新設数 240万戸

03年11月～08年10月

5年で賃貸住宅ｽﾄｯｸ

60万戸増加
－

５年間で180万戸

年間 36万戸の賃貸住宅

建替・滅失・淘汰

2003年から2008年の5年間で240万戸の賃貸住宅が新設着工されました。
一方、同期間の賃貸住宅ストック数は、60万戸しか増えていません。
残りの180万戸は、古い賃貸住宅が建て替えられたり、取り壊されたと予想されます。
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